
	　事前案件協議書　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式保第1-5号）
秋田県信用保証協会　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	金融機関名
	
	（支店長名）
（担当者名）


下記企業の保証について事前に協議します。
この協議について、個人情報の提供に関する同意を確認済みです。　
	事　前　協　議　内　容

	金融機関顧客番号
	

	（ふりがな）
申込企業名
	
	（ふりがな）

代表者
	

	住　所
	
	業　種
	

	【代表者の生年月日】
T・S・H      年　　月　　日
	【設立年月日】
T・S
H・R　　　　 年 　 月　　日
	【従業員数】
常用（役員・家族除く）　   　名

常用(役員・家族)　　　　     名

臨時（パート含む）　       　名　　　　　　　　　　　　　　

	申込金額
	　　　　　　　千円　（融資希望日　　　　年　　月　　日）

	申込期間
	　　　　　　　ケ月

	取扱制度
	

	資金使途
	運転資金・設備資金・運転設備併用　

	貸付形式
	証書・手形・手形割引・当貸（貸付専用型）・当貸（カードローン型）

	返済方法

※不均等の場合は

返済内容を別紙に

て添付のこと
	区分
	一括、元金均等分割、ローン、その他（　　　　　　　　　）

	
	返済

条件
	　　 か月目　　か月毎　　　　  円　

　　 か月目　　か月毎　　　　  円　　初回・最終回　　　　　　円

	後継者有無
	有　・　無
	不動産有無
	有 ・ 無 （所有者　法人・個人）


※協議内容を記入（または該当項目に○）ください。（記入漏れがあれば回答できない場合がございますので、必ず記入ください）
　補足（協議内容説明）　
申込企業名　　　　　　　　　　　　　　　　

（具体的にご記入ください。）
	具体的な使途、必要となった理由及び資金導入効果

	（使途）

	（必要理由）

	（効果）

	

	

	償還財源

	（記載例：工事代金、ＣＦ＞年間償還額等を記載）

	　　　　　＊償還額がＣＦを超過する場合は償還可能と判断する理由を記載。

	

	

	

	保証人・担保　　※法人代表者以外の連帯保証人を付す場合は、その理由も記載。

	　例１　実質的経営権を持っている役員を保証人に追加した。

	　例２　代表者の健康上の理由により、専務を保証人に追加した。

	（保証人）

	

	

	

	（担　保）　　□ 新規設定　　□ ＢＫ担保流用　　□ なし　

	　種類・設定額　

	　物件の概要　　

	

	当店意見

	

	

	

	

	


※市町村制度（市町村独自の申込書類を利用）の場合は下欄の記入をお願いします。
	貴　店　取　引　状　況（令和　　年　　月　　日現在）

	預　金　残　高
	プロパー残高
	保　全　状　況

	　　　　　　　　　　千円
	　千円
	　千円

	申込人状況
	申込人（代表者）の事業経験・業界知識　　（１ 十分ある　２ 普通　３ やや不足している）
	取引振り
	１ 優良

２  良

３ 普通

４ 新規

	
	事業の将来性　　 (１　有　　２　やや有　　３　横ばい　　４　降下・後退)
	
	

	
	申込人（代表者）の係数観念（決算・業績把握度）　　(１ 十分に有　２ 普通　３ 不良)
	
	

	
	立地条件（商業・サービス業）、取引先状況（製造業ほか）　　(１ 良好 ２普通 ３ 不良)
	
	

	
	今期中の焦付　　　　(１発生していない　　２　発生した（相手先　　　　　　　　　　千円）)
	
	


事前案件協議時の添付書類
· 本シートは提出不要です。
	No.
	書類名
	必要なケース
	金融機関
チェック欄

	1
	事前協議補足
	
	

	2
	決算書　直近２期分
	２期分とも申告書一式が必要（税務署の受付印がない場合でも可）。
	

	3
	申込人（企業）概要
	協会を初めて利用する場合（金融機関所定の様式で可）。２回目以降は、代表者の交代や業種の変更などがあった場合に提出。
	

	4
	履歴事項全部証明書（写）
＊法人登記
	協会を初めて利用する場合や登記事項に変更がある場合。　※いずれも写し可
	

	5
	手持工事調書
	建設業等（建築設計業、測量業等も含む）の場合。
当座貸越・カードローン（mini含む）の更新時は不要。
	

	6
	返済財源エビデンス
	工事（受注）見合いなど返済財源を特定して対応する場合。（工事契約書、発注書、補助金決定通知書等の写し）
	

	7
	金融機関取引状況調
	原則必要。ただし、県小口、市町村小口、カードmini、返済財源を特定した短期資金、及び当座貸越・カードローン（mini含む）の更新時は不要。
※金融機関所定の様式可。
	

	8
	残高試算表
	試算表を作成している企業で、決算月より６ヶ月が経過している場合。（金融機関所定の様式可）
当座貸越・カードローン（mini含む）の更新時は不要。
	

	9
	資金繰表
	工事（受注）見合い等、返済財源を特定して対応する場合。
その他の場合。（注１）
	

	10
	事業計画書
＜長期資金＞
	設備資金の場合等。（注２）
期間１０年を超える申込みの場合。
２期連続経常赤字または直近で債務超過の企業からの申込みの場合。
制度要綱で定められている場合。
ただし、県小口、市町村小口は不要。
※いずれの場合でも金融機関所定の様式可。
	

	11
	見積書（写）
または契約書（写）
	設備資金の場合（設備投資金額のわかるもの）。
	

	12
	＜その他の書類＞

	
	

	（注１）２期連続経常赤字または直近で債務超過など、協会から提出を依頼する場合があります。
（注２）新規の設備投資や増設など、業容の拡大や事業の多角化の場合。
　　　　このほか協会から事業計画書の提出を依頼する場合があります。　　　


＜特記事項＞

· 「必要なケース」に該当する場合に書類のご提出をお願いします。
· このほか、創業・事業承継資金や不動産取得資金の申込み、条件変更（返済緩和）の申込み等、個別の状況により追加書類の提出を依頼する場合があります。
· 本申込に必要な書類は、事前協議の回答の際にお知らせします。
